
附 属 明 細 書

資 産 の 種 類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減 損 損 失 累 計 額 差引当期末

残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 29¶004¶351 1¶299¶247 172¶600 30¶130¶998 7¶901¶940 1¶352¶569 5¶448 ` 5¶448 22¶223¶609

構 築 物 1¶938¶635 2¶289 3¶488 1¶937¶436 877¶246 130¶712 0 ` 0 1¶060¶190

機 械 装 置 949 ` ` 949 245 94 ` ` ` 704

工 具 器 具 備 品 2¶082¶565 ` 22¶245 2¶060¶320 1¶311¶853 198¶562 ` ` ` 748¶466

図 書 1¶932 ` ` 1¶932 ` ` ` ` ` 1¶932

船 舶 1¶528¶164 ` ` 1¶528¶164 1¶138¶504 145¶867 ` ` ` 389¶660

車 両 運 搬 具 8¶280 ` ` 8¶280 4¶300 1¶588 ` ` ` 3¶979

計 34¶564¶879 1¶301¶536 198¶334 35¶668¶082 11¶234¶090 1¶829¶394 5¶448 ` 5¶448 24¶428¶543

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 24¶385¶234 3¶889¶983 641¶666 27¶633¶551 4¶850¶078 1¶283¶754 ` ` ` 22¶783¶472

構 築 物 911¶508 65¶695 666 976¶538 193¶542 48¶362 ` ` ` 782¶995

機 械 装 置 153¶497 7¶224 ` 160¶721 42¶929 15¶486 ` ` ` 117¶792

工 具 器 具 備 品 17¶016¶446 2¶835¶003 381¶211 19¶470¶238 10¶331¶724 2¶693¶228 5¶307 ` ` 9¶133¶206

図 書 4¶145¶408 49¶116 68¶626 4¶125¶898 7¶459 628 4¶118¶439

船 舶 23¶101 ` ` 23¶101 11¶148 2¶747 ` ` ` 11¶953

車 両 運 搬 具 106¶583 14¶548 ` 121¶131 78¶393 16¶186 ` ` ` 42¶738

計 46¶741¶780 6¶861¶571 1¶092¶171 52¶511¶181 15¶515¶276 4¶060¶394 5¶307 ` ` 36¶990¶597

\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細

（単位：千円）

_国立大学財務・経営センター債務
負担金（＊３） (4¶519¶116) (5¶130¶141) (�611¶025)

`長期借入金（＊４） (24¶537¶411) (25¶552¶235) (�1¶014¶824)

a未払金（＊５） (9¶691¶142) (9¶617¶331) (73¶810)
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（＊１）負債に計上されているものについては、( ）で示しております。
（＊２）未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除しております。
（＊３）国立大学財務・経営センター債務負担金には、一年以内返済予定国立大学財務・経営

センター債務負担金を含んでおります。
（＊４）長期借入金には、一年以内返済予定長期借入金を含んでおります。
（＊５）未払金には、長期未払金を含んでおります。
~金融商品の時価の算定方法
\投資有価証券及び有価証券
これらの時価について、取引金融機関から提示された価格によっております。

]現金及び預金、及び^未収附属病院収入
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
なお、未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については、担保又は保証による回収見込額
等により、時価を算定しております。
_国立大学財務・経営センター債務負担金、及び`長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される
利率で割り引いて算定する方法により算定しております。
a未払金
短期間で決済されるものについては、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。前記以外のものについては、支払期間及び信用リスクを加味した利率
で割り引いて算定する方法により算定しております。

（賃貸等不動産に関する事項）
当法人は、長崎市西町地区において、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総額に
重要性が乏しいため、注記を省略しております。
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